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最新知見のスクリーニング状況の概要（自然ハザード以外に関するもの）（案） 

令和 4年 7月 28 日 長官官房 技術基盤グループ 

（期間：令和 4年 4月 16 日から令和 4年 7月 8日まで） 

最新知見等 

情報シート番号 
件名 

スクリーニング結果 

(対応の方向性(案)) 
資料ページ 

22 地津-(B)-0001  NRA 技術報告「防潮堤に作用する最大持続波圧評価式の提案」に係る最新知見について ⅲ） 2～4 

 

対応の方向性（案）：ⅰ）直ちに規制部等関係部署に連絡･調整し、規制庁幹部に報告する。ⅱ）対応方針を検討し、技術情報検討会へ諮問する。ⅲ）技術

情報検討会に情報提供･共有する。ⅳ）情報収集活動を行い、十分な情報が得られてから再度判断する（必要な場合には安全研究を実施

する）。ⅴ）安全研究企画プロセスに反映する。 ⅵ）終了案件とする。以下同じ。 

  

資料５４－１－２－１ 

<技術情報検討会資料> 
技術情報検討会は、新知見のふるい分けや作業担当課の特定を目的とした事務的な会議体
であり、その資料及び議事録は原子力規制委員会の判断を示すものではありません。 
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最新知見のスクリーニング状況（自然ハザード以外に関するもの）（案） 

令和 4年 7月 28 日 長官官房 技術基盤グループ 

（期間：令和 4年 4月 16 日から令和 4年 7月 8日まで） 

最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

22 地津-

(B)-0001 

NRA 技術

報告「防

潮堤に作

用する最

大持続波

圧評価式

の提案」

に係る最

新知見に

ついて 

 安全研究プロジェクト「外部事象に係る構造健

全性関連研究」のうち、「平成 27 年度原子力施設

等防災対策等委託費（耐津波設計・フラジリティ

評価手法の整備に係る防潮堤水理実験（その１））

事業」に関連があり、当該委託事業で得られた技

術的知見を基にその成果の一部を以下の技術文

書に取りまとめた。 

 

公表先： NRA 技術報告 

表  題： 防潮堤に作用する最大持続波圧評価

式の提案 

著者  ： 鳥山拓也 石田暢生 山下啓 髙松

直丘 日比野憲太 

 

 平成 28年 12 月に原子力規制庁が公開した「防

潮堤に作用する津波波圧評価に用いる水深係数

について」（NTEC-2016-4001）では持続波圧を対象

に、フルード数が 1を超える場合の防潮堤に対す

る作用波圧の評価方法として、通過波の最大比エ

ネルギー発生時刻におけるフルード数と水深係

数の関係に係る評価式を導出し、複数の評価式を

例示した。なお、これら複数の評価式は例示であ

り、設計条件として用いる最大持続波圧の妥当性

評価等への活用に当たっては、別途詳細な検討が

必要であった。また、評価式の策定に際し、統計

処理の手法を見直す必要があった。 

2022/6/24 ⅲ） 

・本研究の内容は、「耐津波

設計に係る工認審査ガイ

ド」のうち「4.津波防護施

設に関する事項」の「4.5 

荷重評価」の津波防護施設

に想定する設計荷重の設

定等に関連するものであ

り、特にフルード数が１を

超える場合の防潮堤等に

作用する津波波圧の評価

に係る知見を拡充するも

のである。したがって、津

波波圧の評価に係る詳細

な技術情報として、審査官

による津波波圧の妥当性

確認に役立つことから、

「耐津波設計に係る工認

審査ガイド」の別添資料

（「津波波圧評価に係る確

認事項（案）」）として取

りまとめることが、令和 2 

年度第 40 回原子力規制委

員会（令和 2 年 11 月 25 

日）にて了承された。 

・本 NRA 技術報告公表後、そ

の成果である最大持続波

ⅲ） 

・本研究の内容

は、「耐津波設

計に係る工認

審査ガイド」の

うち「4.津波防

護施設に関す

る事項」の「4.5 

荷重評価」の津

波防護施設に

想定する設計

荷重の設定等

に関連するも

のであり、特に

フルード数が

１を超える場

合の防潮堤等

に作用する津

波波圧の評価

に係る知見を

拡充するもの

である。したが

って、津波波圧

の評価に係る

詳細な技術情

報として、審査

官による津波

 



 

3 

 

最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

 本研究の目的は、設計の妥当性評価等へ活用可

能な防潮堤に作用する最大持続波圧の評価式を

提案することである。評価式の策定に当たって

は、既往研究（NTEC-2016-4001）の水理試験結果

を用いた。まず、水理試験結果の分布を正規分布

として取り扱った上で、最小二乗法を用いて回帰

式を導出した。次に、その回帰式に水理試験結果

の分布（+2σ：σは標準偏差）を含めることで、

評価式を策定した。水理試験結果に基づく回帰式

は、ナビエ・ストークス方程式を基にした理論式

と乖離する結果となった。理論式を導出する過程

で除外した因子等を整理することによって、その

乖離が生じる要因を考察した。 

 以上の検討より、通過波の最大比エネルギー発

生時刻におけるフルード数から、防潮堤に作用す

る最大持続波圧に係る水深係数を評価可能な式

を提案した。また、理論式と水理試験結果の乖離

は、主に落水現象による影響（堤体衝突後に打ち

上がった水が、着水時に圧力を加える影響）によ

って生じたと考え、フルード数 2.5 程度までの領

域で、水理試験結果は理論式を上回ることを示し

た。一方、フルード数が大きくなるにつれて、打

ち上がった水が砕けて飛沫となる影響が顕著に

なり、落水現象の圧力増加影響が抑制され、フル

ード数が 2.5程度を超えると水理試験結果が理論

式を下回る場合があることを示した。 

圧の評価式を「津波波圧評

価に係る確認事項（案）」

に反映したうえで、「耐津

波設計に係る設工認審査

ガイド」の別添とする改定

作業を行う予定としてい

る。 

・これまでの新規制基準適

合性審査においては、持続

波圧の設定に際し防潮堤

等の設置位置でのフルー

ド数が 1 を超えるプラン

トはなく、審査結果への影

響はない。得られた知見

は、今後のフルード数が１

を超える条件での審査に

係る知見になるものと考

えられるため、技術情報検

討会に情報提供・共有す

る。 

波圧の妥当性

確認に役立つ

ことから、「耐

津波設計に係

る工認審査ガ

イド」の別添資

料（「津波波圧

評価に係る確

認事項（案）」）

として取りま

とめることが、

令和 2 年度第

40 回原子力規

制委員会（令和

2 年 11 月 25 

日）にて了承さ

れた。 

・本 NRA 技術報告

公表後、その成

果である最大

持続波圧の評

価式を「津波波

圧評価に係る

確認事項（案）」

に反映したう

えで、「耐津波

設計に係る設

工認審査ガイ

ド」の別添とす
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最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

る改定作業を

行う予定とし

ている。 

・これまでの新

規制基準適合

性審査におい

ては、持続波圧

の設定に際し

防潮堤等の設

置位置でのフ

ルード数が1を

超えるプラン

トはなく、審査

結果への影響

はない。得られ

た知見は、今後

のフルード数

が１を超える

条件での審査

に係る知見に

なるものと考

えられるため、

技術情報検討

会に情報提供・

共有する。 

 

 


